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論文内容要旨
【背景】末梢動脈疾患 (PeripheralArterial Disease、以下 PAD) は、脳卒中や認知症の危険因子
であることから 高齢者の身体機能低下と関連すると考えられる。ベースライン時の運動機能を調
整した先行研究は 1 件のみで、 PAD と身体機能低下の関連はベースライン時の運動機能レベルに依
存するという報告をしており、 PAD と身体機能低下が独立して関連しているかは不明である。
【目的】 PAD と要介護発生との関連を調べ、さらにそれらの関連がベースライン時の運動機能によ
って説明できるかどうかを検討する。
【方法】 2003 年 7 月に仙台市鶴ケ谷地区に居住する 70 歳以上の住民 2，925 名を対象に、寝たき予
防健診の受診勧奨を行い、疾患既往歴、生活習慣、認知機能、運動機能、身体測定、 Ankle Brachial 
Index (ABI: 足関節収縮期血圧/上肢収縮期血圧)等を調査した。健診データのある 962 名中、介
護保険利用の追跡調査に同意した 924 名から、 ABI が測定できなかった者( 1 名)、健診時すでに異
動していた、あるいは介護保険認定を受けていた者 (82 名)、運動機能を測定できなかった者 (58
名)を除外した 783 名を分析した。追跡は 2008 年 6 月末まで、行った口要介護発生の定義は介護保
険による要支援以上の認定とした。 Cox 比例ハザードモデ、ルを用いて、非 PAD 群に対する PAD 群
の要介護発生のハザード比 (HR) を計算した。
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また非 PAD 群・運動機能良好群を基準群として、非 Pi印群-運動機能不良群、 PAD 群運動機能良
好群、 PAD 群・運動機能不良群(最下位)のそれぞれの要介護発生の HR を計算した。
{結果】対象者の基本特性では、非 PAD 群に比べて PAD 群では平均年齢が高く、男性、喫煙、糖
尿病歴、脳卒中歴の割合が統計学的に有意に高かった。また、高程度以上の身体活動量の割合が非
PAD 群と比較して PAD 群において低く、運動機能も、 PAD 群では統計学的に有意に不良の傾向に
あった。
非 PAD 群に対する PAD 群の要介護発生、死亡あるいは要介護発生のハザード比を年齢、性、高
血圧、糖尿病、喫煙、身体活動量、脳卒中既往歴で調整して検討したところ、非 PAD 群に対する
PAD 群の要介護発生の HR は1.86 (95%信頼区間: 1.06・ 3.26) と有意に高値であったが、さらにベ
ースライン時の運動機能で調整すると、要介護発生の HR は1.63 (95%信頼区間: 0.92・2.86) と関
連が弱まった。
PAD 群の有無と運動機能レベルを組み合わせてカテゴリー化し、それぞ、れの群の要介護発生のハ
ザード比 (HR) を年齢、性、高血圧、糖尿病、喫煙、身体活動量、脳卒中既往歴を調整して算出し
たところ、非 PAD 群-運動機能良好群を基準群とした場合、ベースライン時の運動機能が良好であ
っても、 PAD があれば要介護発生のリスクがファンクショナルリーチを除いて高い傾向にあった。
【考察・結論】
PAD は要介護発生のリスクに関連したが、運動機能を調整することによりこの関連は弱まった。
しかしながらベースライン時の運動機能の能力が高くても、 PAD を有する者であれば要介護発生の
リスクが高くなる傾向にあった。
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末梢動脈疾患、(Peripheral Arterial Disease : PAD) は、脳卒中、心筋梗塞、認知症の発症リスクであり、
高齢者の身体機能低下や寝たきりを招くことが予測される。しかし先行研究では、 PAD が身体機能低下を予
測するのか、ベースライン時の運動機能が身体機能低下を予測するのかは分かつていない。本研究では、身体
機能低下の指標として介護保険制度の 1 つである「要介護認定j を用い、 PAD と要介護発生との関連を調べ、
さらにそれらの関連がベースライン時の運動機能レベルによって説明できるかどうか検討を行った。
2003 年 7 月、 70 歳以上の住民 2925 名に「寝たきり予防健診J の受診勧奨を行い、疾患既往歴、生活習慣、
認知機能、運動機能、身体測定、 Ankle Brachial lndex (PAD の診断指標 足関節収縮期血圧/上肢収縮期
血圧で算出し、 0.9 以下の者を PAD 群とした。)等を調査した。介護保険利用の追跡調査に同意した 924 名中、
ABI が測定できなかった者、健診時すでに異動していた、あるいは介護保険認定を受けていた者、運動機能
を測定出来なかった者を除外した 783 名を、 2003 年 7 月から 2008 年 6 月まで追跡を行った。要介護発生の
定義は要支援以上の者とし、 Cox 比例ハザードモデルを用いて、非 PAD 群に対する PAD 群における要介護
発生のハザード比(HR) を算出した。その結果、年齢、性、高血圧、糖尿病、喫煙、身体活動量、脳卒中既
往歴を調整して検討したところ、非 Pl生D 群に対する PAD 群の要介護発生の HR は1.86 (95%信頼区間:
1.06・ 3.26) と有意に高値で、あったが、さらにベースライン時の運動機能で調整すると、要介護発生の HR は
1.63 (95%信頼区間: 0.92・ 2.86) と関連が弱まった。
さらに PAD と身体機能低下の関連において、ベースライン時の運動機能によって説明出来るかどうかを調
べるために、 PAD 群の有無と運動機能レベノレを組み合わせてカテゴリー化した解析を行った。各々の群の要
介護発生のハザード比 (HR) を非 PAD 群ー運動機能良好群を基準群として算出すると、ベースライン時の
運動機能が良好で、あっても、 PAD であれば要介護発生のリスクが高くなる傾向にあった。
結論は、ベースライン時の運動機能レベルが高くても、 PAD を有する者であれば要介護発生のリスクが高
くなる傾向にあり、 PAD と要介護発生との関連はベースライン時の運動機能だけでは説明できないことが示
唆された。
本研究では、客観的な身体機能低下の指標として、介護保険制度の 1 つである「要介護認定J を用いたこと、
さらに地域在住一般住民を対象として前向きに追跡し、 PAD と身体機能低下との関連がベースライン時の運
動機能レベルのみで、は説明できないことを示唆した初めての知見である。
よって，本論文は博士(医学)の学位論文として合格と認める。
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